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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第61期

第１四半期累計期間
第62期

第１四半期累計期間
第61期

会計期間
自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

自　2018年７月１日
至　2019年６月30日

売上高 （千円） 1,748,784 2,546,170 11,966,216

経常利益又は経常損失（△） （千円） △354,674 31,747 1,246,314

四半期（当期）純利益又は四半期純

損失（△）
（千円） △250,390 17,166 682,565

持分法を適用した場合の投資損失

（△）
（千円） △34,505 △23,104 △192,737

資本金 （千円） 1,010,200 1,010,200 1,010,200

発行済株式総数 （株） 5,500,000 5,500,000 5,500,000

純資産額 （千円） 4,321,586 5,330,866 5,426,374

総資産額 （千円） 11,511,328 12,810,783 12,998,775

１株当たり四半期（当期）純利益又

は１株当たり四半期純損失（△）
（円） △51.65 3.36 138.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 15.00 20.00 90.00

自己資本比率 （％） 37.5 41.6 41.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第61期及び第62期第１四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．第61期第１四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社（非連結子会社３社及び関連会社５社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の状況

　当社はProfessional Design & Engineering Firmとして、工学知に裏付けられた高付加価値なサービスを提供し

ております。事業活動においては、収益の拡大と利益の確保、及び得られた利益を再投資に回すサイクルにより、

企業として持続的に成長し続けることを重視しております。収益の拡大に関しては、既存事業において経験曲線効

果を重視し、工学知の積み重ねと着実な付加価値向上を行っております。利益の確保に関しては、不採算プロジェ

クトを抑制するための組織的な品質確保、高付加価値サービスに見合う見積り価格の提示等に取り組んでおりま

す。また、得られた利益を再投資に回し、社内新規事業開発テーマへの投資や、国内外を問わず最先端の技術を持

つパートナーとの協業により、新しい事業の開発に努めております。さらに、人材の育成や働く環境の向上にも積

極的に投資をしております。

 

　当第１四半期累計期間の当社の経営成績は、売上高は25億46百万円（前年同四半期は17億48百万円）、営業利益

は55百万円（前年同四半期は３億75百万円の損失）、経常利益は31百万円（前年同四半期は３億54百万円の損

失）、四半期純利益は17百万円（前年同四半期は２億50百万円の損失）となりました。

　受注残高につきましては、前年同四半期を上回る75億72百万円（前年同四半期は64億２百万円）を確保するとと

もに、その利益性に関しても向上しており、当事業年度末に向けた事業活動は順調に推移しております。

　各報告セグメントに関しては、「第４　経理の状況　注記事項（セグメント情報等）Ⅱ当第１四半期累計期間

（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）」もご参照ください。

　当第１四半期累計期間の報告セグメント別の状況は、次のとおりであります。

 

（エンジニアリングコンサルティング）

　当第１四半期累計期間においては、構造設計コンサルティング業務、住宅メーカ向けシステム開発業務、及び建

設・製造業向けシステム開発業務が堅調に推移しました。利益率の高いこれらの業務において事業活動が拡大した

ため、売上及び利益につきましては順調な滑り出しとなっております。

　この結果、エンジニアリングコンサルティング事業における当第１四半期累計期間の売上高は18億54百万円（前

年同四半期は11億26百万円）、売上総利益は11億22百万円（前年同四半期は５億56百万円）となりました。また、

受注残高につきましては、64億46百万円（前年同四半期は54億１百万円）となっております。

 

（プロダクツサービス）

　当第１四半期累計期間においては、米国SendGrid, Inc.のクラウドベースメール配信サービスや米国LockState,

Inc.の入退室管理クラウドサービスが順調に販売を拡大しました。また、設計者向けCAEソフト、粒子法流体解析

ソフトの販売については、一部消費税増税の影響を受けつつ堅調に推移し、当セグメント全体としては着実に進捗

しております。

　この結果、プロダクツサービス事業における当第１四半期累計期間の売上高は６億91百万円（前年同四半期は６

億22百万円）、売上総利益は２億48百万円（前年同四半期は２億33百万円）となりました。また、受注残高につき

ましては、11億26百万円（前年同四半期は10億０百万円）となっております。
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(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて2.1％減少し、41億９百万円となりました。これは、主に仕掛品が２億53百

万円、その他流動資産が１億73百万円増加する一方、現金及び預金が５億26百万円減少したことによります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて1.2％減少し、87億１百万円となりました。これは、主に投資有価証券が66

百万円減少したことによります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて1.4％減少し、128億10百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて16.2％増加し、42億24百万円となりました。これは、主に短期借入金が６億

円、１年内返済予定の長期借入金が５億41百万円増加する一方、未払費用が６億53百万円減少したことによりま

す。

　固定負債は、前事業年度末に比べて17.3％減少し、32億55百万円となりました。これは、主に長期借入金が６億

86百万円減少したことによります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて1.2％減少し、74億79百万円となりました。

（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べて1.8％減少し、53億30百万円となりました。これは、主に利益剰余金が２

億23百万円、自己株式が１億55百万円減少したことによります。

 

(3）生産、受注及び販売の実績

①　生産実績

　当第１四半期累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

エンジニアリングコンサルティング 975,559 97.9

プロダクツサービス 443,682 109.7

合計 1,419,241 101.3

（注）１．金額は総製造費用より他勘定振替高を控除した金額によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②　受注実績

　当第１四半期累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比

（％）
受注残高（千円）

前年同四半期比
（％）

エンジニアリングコンサルティング 3,105,960 143.1 6,446,423 119.3

プロダクツサービス 735,294 131.4 1,126,443 112.5

合計 3,841,255 140.7 7,572,866 118.3

（注）１．金額は販売価額によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

③　販売実績

　当第１四半期累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

エンジニアリングコンサルティング 1,854,628 164.6

プロダクツサービス 691,541 111.1

合計 2,546,170 145.6

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は49百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,624,000

計 21,624,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年11月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,500,000 5,500,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株であ

ります。

計 5,500,000 5,500,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2019年７月１日～

2019年９月30日
－ 5,500 － 1,010 － 252

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 146,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,351,800 53,518 －

単元未満株式 普通株式 1,700 － －

発行済株式総数  5,500,000 － －

総株主の議決権  － 53,518 －

（注）１．単元未満株式数には、当社所有の自己株式29株が含まれております。

２．上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は223,340株であります。これは、2017

年役員向け株式給付信託が保有する当社株式46,240株及び2018年ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式177,100

株につき、会計処理上当社と当該信託は一体のものであると認識し、当該株式を自己株式として計上してい

るためであります。なお、2017年役員向け株式給付信託が保有する当社株式については、信託期間中、議決

権を行使しないものとします。

 

 

②【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社構造計画研究所

東京都中野区本町四丁目38

番13号

日本ホルスタイン会館内

146,500 － 146,500 2.66

計 － 146,500 － 146,500 2.66

（注）　上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は223,340株であります。これは、2017年

役員向け株式給付信託が保有する当社株式46,240株及び2018年ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式177,100株に

つき、会計処理上当社と当該信託は一体のものであると認識し、当該株式を自己株式として計上しているため

であります。なお、2017年役員向け株式給付信託が保有する当社株式については、信託期間中、議決権を行使

しないものとします。
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２【役員の状況】

（１）役員の異動の状況

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第１四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

（２）業績連動型金銭報酬の総額及び調整係数

前事業年度の有価証券報告書「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　４．コーポレート・ガバナンス

の状況等　（４）役員の報酬等　①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項　

（ⅱ）業績連動型金銭報酬」において記載されている業績連動型金銭報酬の計算方法は次のとおりです。

 

業績連動型金銭報酬

業績連動型金銭報酬については、業績目標達成への意欲を更に高めるため、当社が経営指標としている総

付加価値により総額を決定します。

ａ．業績連動報酬の指標となる総付加価値は営業利益、人件費及び福利厚生費の合計額とします。なお、人件

費は、製造費用の労務費、並びに販売費及び一般管理費の役員報酬、給料及び手当、賞与及び退職給付費

用の合計額とします。

ｂ．当事業年度（第62期）の年度計画における総付加価値額は78億円であります。なお、総付加価値額の計画

に対する達成度に応じて以下の計算式により業績連動型金銭報酬の総額を決定します。

（計算式）Ｄ＝Ｃ×Ｂ／Ａ×α

Ａ　年度計画における総付加価値額

Ｂ　総付加価値の実績額

Ｃ　Ａを達成した場合の業績連動型金銭報酬の総額

Ｄ　業績連動型金銭報酬の実績総額

α　調整係数（0.8～1.2）

 

なお、当事業年度（第62期）の業績連動報酬総額に対する割合は以下のとおりとなります。

役位 氏名 割合

取締役代表執行役社長 服部　正太 14.1％

取締役会長 阿部　誠允 6.3％

取締役特別執行役 澤飯　明広 6.3％

取締役代表執行役副社長 渡邊　太門 7.8％

取締役専務執行役 木村　香代子 5.5％

取締役常務執行役 郭　献群 4.7％

取締役 黒木　弘聖 2.3％

執行役副社長 湯口　達夫 6.3％

専務執行役 水野　哲博 5.5％

専務執行役 荒木　秀朗 5.5％

常務執行役 猿渡　青児 4.7％

常務執行役 上枝　一郎 4.7％
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役位 氏名 割合

常務執行役 坪田　正紀 4.7％

執行役 澤田　敏実 3.1％

執行役 田中　和憲 3.1％

執行役 岩本　修司 3.1％

執行役 工藤　晃義 3.1％

執行役 畑山　暢 3.1％

執行役 佐藤　壮 3.1％

執行役 熊懐　直哉 3.1％

 

 

上記の計算式におけるＣ及びαについて、2019年９月開催の報酬委員会において以下のとおり決定しました。

Ｃ　年度計画における総付加価値額を達成した場合の業績連動型金銭報酬の総額

　１億28百万円

α　調整係数（0.8～1.2）

　調整係数は、業績連動目標の達成率に応じて次のとおりとします。

業績連動目標の達成率 調整係数

107％以上 1.2

104％以上107％未満 1.1

100％以上104％未満 1.0

96％以上100％未満 0.9

96％未満 0.8
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2019年７月１日から2019年９

月30日まで）及び第１四半期累計期間（2019年７月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

①　資産基準　　　　　　　　　　　 0.6％

②　売上高基準　　　　　　　　　　　　－

③　利益基準　　　　　　　　　　　　　－

④　利益剰余金基準　　　　　　　 △0.7％

※　会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2019年６月30日)
当第１四半期会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,351,550 825,225

受取手形及び売掛金 1,415,523 1,349,454

半製品 85,498 73,157

仕掛品 702,261 955,885

前渡金 57,359 55,087

前払費用 508,257 601,609

その他 121,022 294,492

貸倒引当金 △45,956 △45,555

流動資産合計 4,195,516 4,109,356

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,675,149 1,656,533

土地 3,267,401 3,267,401

その他（純額） 111,053 106,866

有形固定資産合計 5,053,604 5,030,801

無形固定資産   

ソフトウエア 351,300 335,537

その他 88,618 80,958

無形固定資産合計 439,918 416,496

投資その他の資産   

投資有価証券 1,654,159 1,588,113

その他 1,659,333 1,669,772

貸倒引当金 △3,757 △3,757

投資その他の資産合計 3,309,735 3,254,129

固定資産合計 8,803,258 8,701,426

資産合計 12,998,775 12,810,783

負債の部   

流動負債   

買掛金 238,198 204,546

短期借入金 10,000 610,000

1年内返済予定の長期借入金 541,832 1,083,632

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払金 406,033 373,840

未払費用 861,835 207,872

前受金 884,064 958,542

賞与引当金 - 247,156

役員賞与引当金 - 33,657

受注損失引当金 - 10,492

その他 594,648 394,377

流動負債合計 3,636,613 4,224,117
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2019年６月30日)
当第１四半期会計期間
(2019年９月30日)

固定負債   

長期借入金 1,386,471 699,838

社債 350,000 350,000

株式報酬引当金 63,477 68,743

退職給付引当金 2,004,634 2,013,090

役員退職慰労引当金 40,000 40,000

資産除去債務 56,028 56,152

その他 35,175 27,975

固定負債合計 3,935,787 3,255,799

負債合計 7,572,400 7,479,916

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,010,200 1,010,200

資本剰余金 1,159,926 1,159,926

利益剰余金 4,117,147 3,893,408

自己株式 △851,517 △695,866

株主資本合計 5,435,757 5,367,668

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △9,382 △36,801

評価・換算差額等合計 △9,382 △36,801

純資産合計 5,426,374 5,330,866

負債純資産合計 12,998,775 12,810,783
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 1,748,784 2,546,170

売上原価 959,182 1,176,109

売上総利益 789,602 1,370,060

販売費及び一般管理費 1,164,964 1,314,808

営業利益又は営業損失（△） △375,362 55,252

営業外収益   

受取利息 5 6

有価証券利息 780 686

投資有価証券運用益 27,665 -

その他 559 1,095

営業外収益合計 29,010 1,787

営業外費用   

支払利息 3,415 4,177

社債利息 - 551

投資有価証券運用損 - 17,434

その他 4,907 3,129

営業外費用合計 8,322 25,292

経常利益又は経常損失（△） △354,674 31,747

特別損失   

固定資産除却損 153 -

特別損失合計 153 -

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △354,828 31,747

法人税、住民税及び事業税 1,426 2,033

法人税等調整額 △105,864 12,547

法人税等合計 △104,437 14,580

四半期純利益又は四半期純損失（△） △250,390 17,166
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【注記事項】

（追加情報）

１．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について

　当社は、従業員持株会（以下「本持株会」という。）に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行って

おります。

2018年に開始したＥＳＯＰ信託

(1）取引の概要

　当社は、従業員の福利厚生の充実及び当社の中長期的な企業価値向上に係るインセンティブの付与を目

的として、本持株会に加入するすべての従業員を対象に、当社株式の株価上昇メリットを還元する従業員

持株会支援信託ＥＳＯＰ（以下、「2018年ＥＳＯＰ信託」という。）を2018年６月より導入しておりま

す。

　2018年ＥＳＯＰ信託では、当社が当該信託を設定し、当該信託はその設定後２年11ヵ月間にわたり本持

株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め一括して取得し、本持株会の株式取得に際して当社株

式を売却していきます。

　信託終了時までに、当該信託が本持株会への売却を通じて当該信託の信託財産内に株式売却益相当額が

累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する本持株会会員に分配します。また当

社は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社

株価の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁

済することとなります。

(2）信託が保有する自社の株式に関する事項

①　信託における帳簿価額は前事業年度561,157千円、当第１四半期会計期間406,798千円であります。信

託が保有する自社株式は株主資本において自己株式として計上しております。

②　期末株式数は前事業年度244,300株、当第１四半期会計期間177,100株であり、期中平均株式数は前第

１四半期累計期間458,566株、当第１四半期累計期間200,500株であります。期末株式数及び期中平均株

式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前事業年度554,300千円、当第１四半期会計期間554,300千円

２．役員向け株式報酬制度の導入について

　当社は、取締役（社外取締役を除く。）及び当社と委任契約を締結している執行役（以下、「取締役等」

という。）を対象に、これまで以上に当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高める

ことを目的として、役員向け株式報酬制度を導入しております。

2017年に開始した役員向け株式給付信託

(1）取引の概要

　本制度は、取締役等の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「2017年役

員向け株式給付信託」という。）が当社株式を取得し、当社が定める取締役等株式給付規程に基づいて、

各取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社株式及び当社株式の時価に相当する金銭（当社株

式とあわせて、以下、「当社株式等」という。）を、当該信託を通じて各取締役等に給付する株式報酬制

度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として、取締役等の退任時とします。

(2）信託が保有する自社の株式に関する事項

①　信託における帳簿価額は前事業年度112,129千円、当第１四半期会計期間110,837千円であります。信

託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

②　期末株式数は前事業年度46,779株、当第１四半期会計期間46,240株であり、期中平均株式数は前第１

四半期累計期間47,000株、当第１四半期累計期間46,599株であります。期末株式数及び期中平均株式数

は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（四半期損益計算書関係）

　前第１四半期累計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）及び当第１四半期累計期間（自　2019年

７月１日　至　2019年９月30日）

　当社では、多くの顧客が決算期を迎える３月末から６月末に成果品の引渡しが集中する傾向があり、またこの

時期は比較的規模の大きなプロジェクトの売上計上時期に相当するため、第１四半期累計期間の売上高及び営業

費用は、他の四半期会計期間と比較して少なくなる傾向にあります。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2019年７月１日
至　2019年９月30日）

減価償却費 64,723千円 65,559千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年８月６日

取締役会
普通株式 267,673 50.00 2018年６月30日 2018年９月６日 利益剰余金

（注）　2018年８月６日開催の取締役会での配当金の総額には、2017年役員向け株式給付信託及び2018年ＥＳＯＰ信託

が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、2,350千円、25,015千円含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月12日

取締役会
普通株式 80,302 15.00 2018年９月30日 2018年12月10日 利益剰余金

（注）　2018年11月12日開催の取締役会での配当金の総額には、2017年役員向け株式給付信託及び2018年ＥＳＯＰ信託

が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、705千円、6,562千円含まれております。

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2018年８月６日開催の取締役会決議に基づき、2018年８月27日付で、自己株式606,000株の消却を

実施いたしました。これにより、資本剰余金及び自己株式がそれぞれ、737,105千円減少しております。な

お、株主資本の合計金額には影響ありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年８月８日

取締役会
普通株式 240,906 45.00 2019年６月30日 2019年９月12日 利益剰余金

（注）１．2019年８月８日開催の取締役会での配当金の総額には、2017年役員向け株式給付信託及び2018年ＥＳＯＰ信

託が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、2,105千円、10,993千円含まれております。

２．１株当たり配当額には、創立60周年記念配当10円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月11日

取締役会
普通株式 107,069 20.00 2019年９月30日 2019年12月９日 利益剰余金

（注）　2019年11月11日開催の取締役会での配当金の総額には、2017年役員向け株式給付信託及び2018年ＥＳＯＰ信託

が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、924千円、3,542千円含まれております。
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（持分法損益等）

 
前事業年度

（2019年６月30日）
当第１四半期会計期間
（2019年９月30日）

関連会社に対する投資の金額 286,545千円 286,545千円

持分法を適用した場合の投資の金額 267,773千円 244,668千円

 

 
前第１四半期累計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2019年７月１日
至　2019年９月30日）

持分法を適用した場合の投資損失（△）の

金額
△34,505千円 △23,104千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期
損益計算書
計上額
（注２）

 
エンジニアリング
コンサルティング

プロダクツ
サービス

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,126,547 622,237 1,748,784 － 1,748,784

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 1,126,547 622,237 1,748,784 － 1,748,784

セグメント利益 102,339 89,240 191,579 △566,942 △375,362

（注）１．セグメント利益の調整額△566,942千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期
損益計算書
計上額
（注２）

 
エンジニアリング
コンサルティング

プロダクツ
サービス

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,854,628 691,541 2,546,170 － 2,546,170

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 1,854,628 691,541 2,546,170 － 2,546,170

セグメント利益 622,522 43,292 665,814 △610,562 55,252

（注）１．セグメント利益の調整額△610,562千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2019年７月１日
至　2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期

純損失（△）
△51円65銭 ３円36銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △250,390 17,166

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は普通株式に係

る四半期純損失（△）（千円）
△250,390 17,166

普通株式の期中平均株式数（株） 4,847,905 5,106,371

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている2017年役員向け株式給付信託に残存する自社の株式は、１

株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

は、前第１四半期累計期間47,000株、当第１四半期累計期間46,599株であります。

３．株主資本において自己株式として計上されている2018年ＥＳＯＰ信託に残存する自社の株式は、１株当たり

四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

は、前第１四半期累計期間458,566株、当第１四半期累計期間200,500株であります。
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２【その他】

　2019年８月８日開催の取締役会において、2019年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり剰余金

の配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　240,906千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　45円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　2019年９月12日

（注）１．2019年８月８日開催の取締役会での配当金の総額には、2017年役員向け株式給付信託及び2018年ＥＳＯ

Ｐ信託が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、2,105千円、10,993千円含まれております。

２．１株当たり配当額には、創立60周年記念配当10円が含まれております。

 

　2019年11月11日開催の取締役会において、2019年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり剰余金

の配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　107,069千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　20円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　2019年12月９日

（注）　2019年11月11日開催の取締役会での配当金の総額には、2017年役員向け株式給付信託及び2018年ＥＳＯＰ

信託が保有する自社の株式に対する配当金がそれぞれ、924千円、3,542千円含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月11日

株式会社構造計画研究所

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩尾　健太郎　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 善塲　秀明　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社構造計

画研究所の2019年７月１日から2020年６月30日までの第62期事業年度の第１四半期会計期間（2019年７月１日から2019年

９月30日まで）及び第１四半期累計期間（2019年７月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社構造計画研究所の2019年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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